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一 は じめに 査 役として就任することが ，実務 界 では少なく 

二 判例の動向 ない ". このような監査役を ，「 漬 すべり監査役」 

㈲ 「長谷川工務店事件」の 事実関係 と 称するのが，常であ る・ この い わかる「 横す 

(2) 東京地方裁判所昭和 61 年 1 月 28 日判決 べり監査役」は ，営業年度中， 4 月 1 日から 定 

(3) 東京高等裁判所昭和 61 年 6 月 26 日判決 持株主総会で 監査役として 選任され，就任する 

(4) 最高裁判所昭和 62 年 4 月 21 日第三山 法 まで，約 3 ケ 月間，会社の 業務執行を担当して 

廷 判決 ぎた者であ る． 

三 天就任期間の 監査の可否 ここにおいて ， 当該監査役は ， 監査役として 

四 「 横 すべり監査役」の 適法性と適格性 果たして適格性を 有するか，あ るいは，当該 監 

五 自己監査の意義と 許容性 査役に よ る監査は適法であ るかという疑義が 生 

六 就任期間の監査報告書への 付記 ずるのであ る． 

セ まとめにかえて そこで，本稿では ， これらの問題と 関係する 

最高裁判所昭和 62 年 4 月 21 日第三小法廷判決 
巳 はじめに ( いわゆる長谷川工務店事件 ) に言及しっ っ，種 

々の観点から ，いわゆる「 横 すべり監査役」に 

営業年度が 4 月 1 日をもって始まる 会社にあ ついて検討することとした． 

っては，翌年の 3 月末日に， 当該営業年度を 終 

了することになる・その 後， 3 月以内の 6 月下       判例の劫 向 
旬 頃 に定時株主総会が 開催されることとなる   

総会は， 決算期後何日以内に 招集され ば げれば いわゆる「 横 すべり監査役」に よ る監査をめ 

ならないという 規定は，商法上存在しないが ， ぐって争われた 裁判事例として ，昭和 62 年 4 月 

株主名簿の閉鎖期間等が 3 月以内であ る関係上 21 日の最高裁判決があ る．この事案の 事実関係 

( 商法 224 条 ノ 3 第 2 項・第 3 項 ), 実際には， ( 原告および被告の 主張 ) と第一審判決および 第 

決算期後 3 月以内に開催されるのが 通常だから 二審判決も，重要であ るので，以下において ， 

であ る・定時総会は ，決算書類の 承認をするた これらにっき 言及することとする   

めに招集される ( 商法 283 条・商法特例 法 16 条 ㈲ 「長谷川工務店事件」の 事実関係 

参照 ) が，その機会に ， 取締役や監査役の 選 Y 会社 ( 被告，株式会社長谷川工務店 ) は ， 

任 ・定款変更等について 決議することは 差支え 昭和 60 年 8 月 30 日に開催された 第 68 期定時株主 

ない． 総会において ，利益処分案を 承認する決議 ( 以 

ところで，このような 定時総会において ，藍 下，本件決議という・ ) をした・ところが ， Y 会 

査 役が選任される 場合，その直前まで ，当該会 社の株主であ る X( 原告 ) は，本件決議 ャ こは， 次 

社の取締役であ った者を選任して ，その者が監 のような取消事由があ ると主張して ，その 取消 
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を 求める訴えを 提起したのであ る． 

け 「本件決議の 決議の方法 は ， 株式会社の 

監査等に関する 商法の特例に 関する法律 ( 以下， 

『監査特例 法 』という・ ) 16 条 1 項及び商法然 3 

条 1 項の規定に違反する・すなわち ，監査特例 

法 t6 条Ⅰ項の規定により 貸借対照表及び 損益計 

算書について 商法然 3 条 1 項の規定の適用が 排 

除されるためには ，各会計監査人の 監査報告書 

に貸借対照表及び 損益計算書の 適法正確度に 関 

する記載があ り，かつ，各監査役の 監査報告書 

にその事項についての 会計監査人の 監査の結果 

を相当でないと 認めた旨の記載がないことが 必 

要であ るが， その前提として 監査役の適格性に 

疑いがあ ってはならないことは 当然であ る．」 

㊤ 「本件決議の 前提となった 貸借対照表及 

び損益計算書に 関与した監査役は ， A, B およ 

び C の 3 名であ るが， このうち B は，昭和 59 年 

8 月 30 日就任したものであ り，就任直前まで Y 

会社の取締役の 地位にあ った・つまり ，監査期 

間であ る第 68 期のうち，昭和 59 年 6 月 1 日から 

同年 8 月 29 日までの期間についてはいわかる 自 

己監査となるから ，監査適格がなかったものと 

いわざるを得ない．他の 2 名の監査役にはこの 

ような疑念はないけれども ，監査特例 法 16 条Ⅰ 

項に『各監査役の 監査報告書』と 記載されてい 

ることからも 窺われる よう に，本来監査は 各監 

査役が独立して 個別に行 う べきものであ り，そ 

の趣旨から考えれば ， B 監査役の監査報告書に 

ついては少くとも 前記不在任期間を 除外する旨 

の留保が必要であ った・ しかるに， Y 会社は， 

これを欠く監査報告書の 不完全性を看過し 漫 

然と監査特例 法 16 条 1 項の規定の適用があ るも 

のとして貸借対照表及び 損益計算書について 定 

時総会の承認を 求めることなく ，本件決議をし 

た ．」 

X のこのような 主張に対して ， Y 会社 は 以下 

のように主張した． 

㈲ 「 X の主張は ， B が昭和 59 年 8 月 30 日に 

Y 会社の監査役に 就任する 前 Y 会社の取締役で 

あ ったことから ，監査対象期間であ る第 68 期の 

う ち取締役であ った昭和 59 年 6 月 1 日から同年 

8 月 29 日までの期間は 監査適格がなかったとい 

うものであ るが，君主張は ，監査役が在任する 

期間の問題と 監査の対象となる 期間の問題を 混 

同するものであ る・商法は，監査役に 就任する 

者の資格につきそれまで 取締役であ った者を除 

外していないし 監査役は， その立場において 

営業の報告を 求め，会社の 業務および財産の 状 

況を調査する 権 限を有するから ， 自己の就任前 

の事柄についても ，事後的に十分監査をするこ 

とができる   したがって ， X が主張するように ， 

監査報告書に『不在任期間を 除外する旨の 留保』 

を記載する必要はない． 

㊧ 「 Y 会社の株主総会は ， B の経歴を充分 

に 承知した上で 同人を監査役に 選任する旨の 決 

議をした・ また， Y 社会の第 68 期の監査は， A, 

C によっても行われており ，その内容は B によ 

るものと同一であ った． ) 

(2) 東京地方裁判所昭和 6t 年 1 月 28 日判決，， ( 以 

下，昭和 61 年東京地裁判決と 略称する・ ) 

第一審判決は ， まず， X の主張を次のように 

2 つに 分けた． 

第一に，監査対象期間のうち ，昭和 59 年 6 月 

1 日から同年 8 月 29 日までの間 ( 以下，「 未 就任 

期間」とい 5.) は， 未 就任であ るから， この点 

を監査役の監査報告書に 記載すべぎであ る． 

第二に， B は， 未 就任期間中 Y 会社の取締役で 

あ ったから，同人にとってこの 間の監査はいわ 

ゆる自己監査となり ，監査適格を 欠いた． 

この 2 つの問題に分けて ，各々を次の よう K こ 

判 示した． 

「第一の点については ，商法 273 条の規定自体 

が 監査対象期間と 監査役の在任期間とが 完全に 

一致しないことを 容認している 上 ，監査役は， 

監査のため，取締役等に 対して営業の 報告を求 

め， または会社の 業務および財産の 状況を調査 

する権 限を有する ( 同法 274 条 ) から，その 未 

就任期間についても 監査をすることが 十分に可 

能であ る，そうだとすると ，商法は，監査対象 

期間の途中で 選任された監査役がその 未 就任期 
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間 についても適宜の 方法で監査することを 許容 

し かつ， 期待しているものと 解されるから 

未 就任期間を特に 区別してその 旨を監査役の 監 

査報告書に付記する 必要 は ないといえる．」 

「第二の点 v こついては， いわゆる自己監査は 

望ましいとはいえないけれども ，商法自体が 取 

締役であ った者を監査役に 選任することを 禁止 

していない以上， このような者を 監査役に選任 

するかどうか ほ 株主総会の判断に 委ねるべき 事 

項 であ り，株主総会においてこの ょう な者を監 

査役に選任した 以上， 右 選任が違法であ るとは 

いえな い ・そうだとすると ， B に 未 就任期間中 

監査適格がなかったとはいえないから ， この点 

に関する X の主張も理由がな い ．」 

X は， その主張が棄却されたため ，以下の理 

由をもって控訴した． 

(X の控訴理由 コ 

「監査役の取締役からの 独立および監査の 客 

観 性の確保という 監査役制度の 基本的要請から 

考えると，就任直双まで 会社の業務執行に 直接 

関与してぎた 者 ，特に重要な 責任を荷いその 職 

務執行の当否を 慎重に監査されるべ き 取締役の 

地位にあ った者を監査役に 選任することを 認め 

るのは本来妥当でないのであ る． 

現行法の上では ， 取締役であ った者を監査役 

に選任するかどらかは 株主総会の判断に 委ねる 

べき事項であ るとしても。 株主総会の実態， 役 

員 候補者決定の 実情を考えれば ， それが如何に 

形式論に過ぎないかは ，周知のとおりであ り， 

その ょう な過程を経て 選任された監査役が『監 

査のため，取締役等に 対し営業の報告を 求め， 

または会社の 業務および財産の 状況を調査する 

権 限を有するから ，その 未 就任期間についても 

監査をすることが 十分に可能であ る コ といえる 

であ ろうか・論理的な 可能性が事実的可能性と 

結びつき ぅ るものであ ろうか・実情は 否定的結 

論とならざるをえないのであ り， このことは 裁 

判 所に顕著な事実ともいえるのではないかと 思 

われる   

現在経済界で 行われている 監査制度の形骸化 

に 対し裁判所は ，現行法の形式的解釈に よ り 

これを擁護することなく ，監査の実効性を 確保 

するため，少なくとも 取締役であ った者が監査 

役に就任した 場合においては 取締役在任期間に 

対する監査は 不当であ るとの判断を 示された 

い ．」 

(3) 東京高等裁判所昭和 61 ヰ -6 月 26 日判決 "( 以 

下，昭和 61 年東京高裁判決と 略称する． ) 

第二審判決は ，第一審であ る東京地方裁判所 

の 判決にっき，第一の 点については 容認したが， 

第二の点の部分については ，次のように 改めて 

判 示する． 

「第二の点，すなわち ， Y 会社 ( 被 控訴人 ) 監 

査役 B は本件監査対象期間であ る昭和 59 年 6 月 

1 日から昭和 60 年 5 月 31 日までのうち 昭和 59 年 

6 月 1 日から同年 8 月 29 日までの約 3 ケ 月間 Y 

会社の取締役であ ったから， 右 約 3 ケ 月につい 

てほ，いわゆる 自己監査となり 監査適格を欠く 

旨の主張について 検討するに，商法 276 条は， 

『監査役 " 会社 又 " 子会社 / 取締役 又 " 支配人 

其 / 他 / 使用人 ヲ兼 ヌル コトヲ得ズ ロと規定す 

るのみで，会社の 取締役または 支配人その他の 

使用人を監査役に 選任することを 禁止しておら 

ず ，また，同法 273 条が監査役の 任期と監査対 

象期間の一致を 要求していないことからすれ 

ば，同法は，いわゆる 自己監査が必ずしも 望ま 

しくない点に 留意しっ っ ，なおかっこれを 許容 

する趣旨であ ると解すべぎであ る．営業年度の 

途中で招集された 株主総会においてそれまで 取 

締役であ った者が退任して 新たに監査役に 選任 

された場合には ，その監査役は ， 自己が取締役 

であ った期間 v こついても自己を 含む取締役全員 

の 職務の執行を 監査することとなるが ，取締役 

であ った者が立場を 変えて心機一転監査役の 立 

場で過去の取締役としての 職務執行を事後監査 

することは可能であ り，その ょう な要請をする 

ことはなんら 不可能を強いるものではなく ( な 

お，実質的に 見ると，監査役に 就任する直前ま 

でその会社の 取締役であ った者は，会社の 最近 

の実情に通じているため ，かえって外部から 監 
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査 役に選任された 者 よりも有効な 監査ができる 

長所をもつことも 考えられる・ ), 取締役であ っ 

た者を監査役に 選任するかどうかは 株主総会の 

判断に委ねるべき 事項であ って，株主総会にお 

いて営業年度の 途中で選任直双まで 取締役の地 

位 にあ った者を監査役に 選任したとしても ， 右 

選任が違法であ るとはいえない・」 

控訴審であ る第二審判決の 内容は，第一審判 

決を支持しつつ ，特に第二の 点の部分を一層 詳 
細に 補充 し 補強したものといえる・ 

けれども， X は， これを不服として ，次のよ 

うな理由で上告した． 

Cx の上告理由 コ 
「 ( 控訴審の ) 論旨に ょ れば， その前段におい 

ては『いわゆる 自己監査が必ずしも 望ましくな 

い点に留意しつつ ， なおかつこれを 許容する趣 

旨であ ると解すべぎであ る 凹 として，いわゆる 

自己監査の消極的認容に 止まっているのであ る 

が ，後段においては 一転して「実質的に 見る 

と，監査役に 就任する直前までその 会社の取締 

役であ った者は，会社の 最近の実情 仁 通じてい 

るため，かえって 外部から監査役に 選任された 

者 よりも有効な 監査ができる 長所をもつことも 

考えられる」として 寧ろ積極的認容の 姿勢が見 

えるのであ って，第一審以来いわゆる 自己監査 
に対する裁判所の 評価を求め続けてきた X にと 

っては何れを 是 とすべきか判断に 苦しむところ 

であ り，原判決にはその 理由に 蛆結 があ るとい 

うべきであ る．」 

㈲ 最高裁判所昭和 62 年 4 月 21 日 第三小法廷判 

決 4) ( 以下，昭和 62 年最高裁判決と 略称する・ ) 

「原審の適法に 確定した事実関係のもとにお 

いて，所論の 点に関する原審の 判断は是認する 

ことがで き ，その過程に 所論の違法はない・ 論 

旨は，ひつきよう ，原判決の結論に 影響しない 
説示部分をとらえてその 違法をい う ものにすぎ 

ず ，採用することができない・」 

昭和 62 年最高裁判決は ， 第 _ 審判決をそのま 

ま容認するものであ り， X の主張は棄却されて 

しまった．すなわち ，最高裁判決は ，第一審に 

よ る「 未 就任期間を特に 区別してその 旨を監査 

役の監査報告書に 付記する必要はない」旨の 判 

決，および，第二審に よ る「商法 276 条は，いわ 

ゆる自己監査を 望ましいとはしないが ， これを 

許容する趣旨と 解すべぎであ るから，取締役で 

あ った者を，営業年度の 途中で選任するかどう 

かは，株主総会の 判断に委ねるべき 事項であ る」 

旨の判決を認容したのであ る ". 

結局， この長谷川工務店事件を 通じての裁判 

所の判決は，実際 界でよ く行なわれているいわ 

ゆる「 横 すべり監査役」による 監査は，就任期 

間が監査対象期間より 短かいものであ っても適 

法であ ると解しその 旨を監査報告書に 記載し 
なくても違法ではないと 判断しているのであ 

る ． 

三 ・ 未 就任期間の監杢の 可否 

監査役として 就任したのが ，期の途中であ っ 

たために，監査対象期間よりも 就任期間が短か 

いことから，監査役としての 職務権 限を，その 

木 就任期間中において 行使できなかったのでは 

ないかとい 5 疑義が生じる・たとえば ，監査役 

が 就任していない 期間に開催された 取締役会に 

ついてほ，出席して 意見を陳述する ( 商法 260 

条 ノ 3 第 Ⅰ 項 ) とか，あ るいは，取締役の 違法 

行為を差し止める ( 商法 275 条 ノ 2 第 1 項 ) な 

ど ，監査役に認められている 権 限を行使するこ 

とがでぎなかったのであ るから，適正なる 業務 

監査はなされなかったことになるのではないか 

という問題が 生ずるのであ る・ 

この点については ，監査役が在任している 期 

間 と監査対象期間とは 完全にⅠ致する 必要はな 

いと解するのが 一般的であ る．その理由とする 

ところは，前任の 監査役から事務の 引き継ぎを 
受けること，前任監査役が 作成した監査関係書 

類 ( 監査 日 試や監査調書等の ) は， 会社に帰属 

しているから ，かかる書類および 取締役会議事 

録 ( 商法 260 条 / 4 第 1 項 ) その他の重要書類 

を閲覧することができること ，監査役は取締役 
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や 支配人その他の 使用人などに 対して，営業の 

報告を求めたり ，会社の業務および 財産の状況 

を調査できる ( 商法 274 条 2 項 ) のであ るから， 

その間に在任していた 取締役等に事情を 聴取す 

ることが可能であ ることなどであ る・加えて， 

商法は ， 期の開始後約 3 月後に定時総会が 開催 

され ( 商法 224 条 ノ 3 第 1 項・第 2 項 ), そこで 

監査役が選任され ( 商法 273 条参照 ), その者が 

その期の監査をすることを 認めているのであ る 

から，期の途中で 選任された監査役が ，監査対 

象期間の 5 ち ， 自己が就任する 前の期間の監査 

をすることを 許容しかっ，期待しているなど 

の理由が挙げられているつ． この ょう なことか 

ら，自己の未就任期間中の 監査は，充分に 可能 

であ るから，監査手続上は 問題がないと 解され 

ているのであ る 8). そしてまた，昭和 61 年東京 

地裁判決も， この点につぎ ，監査役の任期に 関 

して定める「商法 273 条の規定自体が 監査対象 

期間と監査役の 在任期間とが 完全に一致しない 

ことを容認している」と 指摘しつつ， まったく 

同様の見解を 示している． 

本来，監査というものは ，監査役として 就任 
したときから ，その任期が 終了するまで 継続す 

るものであ る・そして， それは営業年度毎に 行 

なわれ，その 営業年度について 毎度監査報告が 

なされるのであ る・ したがって，監査役の 任期 

と監査対象期間とが 一致することが 必要であ 

る・ しかしながら ，監査役として 初めて就任す 

る 者にとって，選任されるのは ，期末後約 3 ケ 

月経た定時総会においてであ るから，その 木 就 

任期間であ る約 3 ケ月 という間，監査役として 

の権 限を行使できないのであ る・ このように， 

営業年度の期首と ，監査役としての 就任時期と 

が 一致しないことに よ る関係をどのように 理解 

すべきかが， 1 つの問題となり 5 6. 長谷川工 

務店事件の論点の 1 つは，まさⅠここの 点にあ る． 

監査役による 監査というのほ ，営業年度中の 

監査の結果を ，最終的には 株主および債権 者に 

対して，監査報告書の 開示という形式で ( 商法 

252 条，同法 283 条 2 項 ), 知らしめることを 要す 

るものであ る・株主等にとっては ，この監査報告 

書 に記載されている 当該営業年度の 評価を通し 

て ，経営を担当した 取締役の業務執行につぎ 判 

断することになる・ この判断を誤らせるような 

監査報告書であ ってはならないのであ る．そう 

であ るならば， ここで問題となっている 未 就任 

期間の監査については ，株主等の利益保護とい 

う観点から考察すべきもののように 思われる． 

たとえば，監査役が 複数選任されており ， 法 

定の員数または 定款に定める 員数を欠くことの 

ない状況の下で ，新た ヰこ 選任された監査役は ， 

未 就任期間につぎ ，事実上監査できないのであ 

るが，他の監査役による 監査が， この 未 就任期 

間を含めて，営業年度全体についてなされてい 

るので，株主が 判断するに際して ，惑 う ような 

ことはない・ また，監査役が 任期の満了または 

辞任によって 退任することで ，法定の員数また 

は定款で定める 員数を欠く場合には ，新たに 監 

査 役が選任されるまで ， 当該監査役は 引き続き 

監査役としての 地位にあ るのであ り ( 商法 280 

条 1 項， 同法 258 条 1 項 ), また， この ょう に， 

法律または定款で 定めた監査役の 員数を欠く 

場合に必要なときは ，一時監査役の 職務を行な 

うべき者 ( 仮 監査役 ) を，利害関係人の 請求に 

より裁判所は 選任することができるのであ り 

( 商法然 0 条 1 項， 同法 258 条 2 項 ), 営業年度 

全体を通して ，一応，監査ができる 形式が整え 

られているのであ る・ したがって，株主にとっ 

て ，営業年度全体に 関する監査結果を 手に入れ 

ることができないということはないのであ る． 

すなわち，新たに 選任された監査役が ， 事実 

上，期中において 監査権 限を行使できない 期間 

があ る場合でも，株主および 債権 者に対する監 

査報告書が開示されないということはな い ので 

あ る． 

他方，観点を 変えるならば ， いわかる事後監 

査は適法であ るかという問題として 考えること 

もできよう・すなわち ，監査役として 就任する 

前の期間について 監査役は，監査できないかと 

いうと，決してそういうことはない． 監査役 
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は ，何時でも取締役または 支配人その他の 使用 

人に対し営業の 報告を求め， または，会社の 

業務および財産の 状況を調査することができる 

( 商法 274 条 2 項 ) のであ り， さらには，監査役 

は ，その職務を 行な う ため必要があ るときは， 

子会社に対しても 営業の報告を 求めることがで 

き， 場合によっては ， 子会社の業務および 財産 

の状況を調査することもできる ( 商法 274 条 / 

3) からであ る・監査役は ， 自己の未就任期間 

ほ ついても， この種の権 限を行使することがで 

きるので，監査の 実効性を期待することが 可能 

であ る・けれども ，先に触れた よう に， 未 就任 

期間中は，監査役としての 地位についていない 

のであ るから，取締役会に 出席することも ，あ る 

いは，取締役に 対する行為差止請求権 を行使す 

  ることも，当然にして 不可能であ る・ い わゆる 

事後監査は，商法が 監査役に認めている 監査権 

限の行使を，部分的に 制限することになる・ ま 

さに，事後監査の 特徴はこの点に 求めることが 

できよう・ このような制限はあ るものの，事後 

監査がまったく 不可能というものではないか 

ら， このような制限をもってして ，事後監査を 

否定してしまうことは 許されない，他方，商法 

273 条は， 監査役の就任期間と 監査対象期間と 

が一致しないことを 認めているのであ るから， 

未 就任期間についての 事後監査は，可能であ る 

し また，適法であ ると解してよい・ 

ここで，事後監査の 可能性を問題としたの 

ほ， いわゆる横すべり 監査役の場合に 限定して 

論じてぎたのではなくて ，一般的な場合を 想定 

L てのことであ る・ したがって， 自己監査の許 

否 の問題 は ， ここでは生じえたい・ 横 すべり監 

査役に よ る事後監査の 適否の問題は ， 当然にし 

て， 自己監査の許否の 問題を避けて 論ずること 

はできない． これらの問題は ， 以下において 取 

り 扱 う こととなる． 

四 ・ 「 構 すべり監査役」の 適法性と適格性 

監査役の欠格事由として ，商法 280 条 1 項は ， 

取締役の欠格事由を 定める同法 254 条 ノ 2 を準 

用している・ 欠格事由として ，第二号から 第 4 

号 まで，列挙する 形式で，具体的に 規定して ぃ 

るが，そこには ，取締役の中から 監査役を選任 

することを禁止しているものはない． したがっ 

て ， これらの規定に 限定すれば， それまで取締 

役であ った者を監査役に 選任することは 可能で 

あ るし また，違法となるものではない・ 

他方，商法 276 条は， 「監査役 " 会社 又 " 子 

会社 / 取締役 又 " 支配人 其 / 他 / 使用人 ヲ兼 ヌ 

ル コトヲ得ズ 」と規定し監査役の 兼任を禁止 

している， この規定の趣旨は 監査役の取締役 

からの独立性を 確保し監査役による 監査の公 

正性を期する 点にあ る・ したがって，取締役で 

あ る者を監査役として 選任する場合，取締役を 

辞任することを 停止条件とすれば ，株主総会が 

その者を監査役として 適任であ ると判断し選 

任する以上，取締役であ った者が監査役に 就任 

することは，商法 276 条のもとにおいても ，可 

能であ るし また，違法となるものではない・ 

しかし監査役の 兼任禁止制度の 趣旨が，監査 

役の監査機関としての 性質上，業務執行を 担当 

する取締役からの 独立性を確保するという 点 ， 

換言すれば，業務執行と 監査とは分離すること 

が何よりも不可欠であ るという点にあ るのだか 

ら， もし監査役が 業務執行に何らかの 形で関 

与するならば ，それは， 自己のなした 業務執行 

に関して， 自分自身で監査することになり ， 監 

査の公正性を 失ない，監査を 無意味なものとし 

てしまうのであ る 9). なぜなら， この ょう な場 

合 ， い わかる「自己監査」の 存在を認めざるを 

得ないからであ る・ 

確かに ，横 すべり監査役は ，形式的には 取締 

役の地位にあ る者ではない・けれども ， これを 

実質的にみると ， 自己監査として 解することは 

困難ではない・ 実質的には， 自己監査そのもの 

と解することが 可能なのであ る・ したがって， 

実質的な意味での 自己監査は ， 単に 未 就任期間 

( 取締役在任中 ) にかぎらず，その 期 全体および 

その後魏 期 にわたって継続するものであ るとい 
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う 観点から，監査役の 兼任禁止制度の 趣旨を徹 
底するならば ， 横 すべり監査役の 選任自体を無 

効と解する余地があ るのであ る、 0). また， この 

問題は，監査役の 任期という観点からも 考察で 

きる．すなわち ，監査役制度の 充実を目的とし 

た 昭和 49 年改正商法 は ，それまで 1 年であ った 

監査役の任期を 2 年とし ( 商法 273 条 1 項 ), そ 

の地位の強化を 実現している・ しかし 当時の 

法制審議会商法部会が 決定した昭和 45 年 10 月 28 

日の改正要綱までは ，監査役の任期は ，取締役 

の任期よりも 1 年長い 3 年とする案であ った 

が，任期が共に 2 年とする方が ，役員の異動の 

際に適当な方法をとり 得て都合がよいなどの 理 

由から，監査役の 任期は，取締役の 任期 ( 商法 
256 条 1 項 ) と 同じく 2 年とされたのであ る・ 

かかる理由 は ，監査役による 公正な監査という 

点からすると ， まったく無意味なものであ ると 

いえよう・ この点については ，取締役と監査役 

との間の人事の 交流は必らずしも 好ましいもの 

ではなく，そのための 便宜を計る立法を 採用す 

べきでほないⅢ， との提言がなされているので 

あ る．監査役の 取締役からの 独立性を確保し 
監査の公正性を 徹底しょうとするならばⅢ ， こ 

の 提言の ょ引 こ，取締役の 地位と監査役の 地位 

との交流が ， 各々の任期を 異にすることによっ 

て， 制度上容易にできないようにすることも ， 

これからの立法論として ，強く主張され ば げれ 

ばならない事項であ る． 

いわかる自己監査には ，公正な監査という 点 

で問題を生じさせる 側面が必然的に 認められる 

のであ るから，少なくとも ，制度としてこの ょ 

5 な 疑義を生じさせないことが 肝要であ る・ し 

たがって，監査役の 任期に関する 立法論として 

は，取締役の 任期と同じくすべきではないとい 

う観点から， 3 年とすべきであ る， 3,. このよう 

にすることで ，限界はあ るはれども， 横 すべり 

監査役の誕生を 実際上防止し 易すくすることが 

できる． 

現行法のもとでは ，監査役の兼任禁止規定 

( 商法 276 条 ) に照らし合わせると ， 横 すべり 監 

査役は ，形式上は適法であ るけれども，実質的 

には兼任禁止規定に 違反すると解することがで 

きる・ したがって， 横 すべり監査役による 監査 

には， 公正な監査ができないので ， 適格性はな 

いと結論づけることができる   もっとも，監査 

役の兼任禁止規定に 違反するとの 解釈論は ， 逆 

にいわゆる社内監査役の 全面的締め出しという 

結果になるので ，現行法のもとでは 無理であ ろ 

うとの考え方 " が 示されている． しかし法を 

解釈する際に ，現実から余りにも 掛け離れてし 
まう危険は避げなければならないが ，監査役の 

取締役からの 独立性を確保し 公正な監査を 実 

現しょうという 傾向が ， 益々強化されっつあ る 

現状においては ，実質的には 自己監査という 違 

法 な状況を払拭してしまう 土壌はすでに 整って 

いると解することもできよう・ しかし この ょ 

う に解した場合，長谷川工務店事件に 対する一 
連の裁判所の 見解との関係を 明らかにすべきこ 

とになる・以下において ， さらに考察を 進める 

こととする， 

五 ・自己監査の 意義と許容性 

昭和 25 年改正商法は ，株主総会の 権 限縮小化 

に代えて，取締役の 権 限拡大とともに ，法律上 

の会議 体 として取締役会を 新設し・ 業務執行 V こ 

関する意思決定権 限を付与した・ 同時に，監査 

役から業務監査権 限をなくす代わりに ， この 取 

網役会に業務執行に 関する監査を 予定したので 

あ る． この取締役会に よ る監査は ， 「いわば 

取締役会に よ る業務の『自己監査』ないし『内 

部監査』の方式であ るともいえる・・…‥それ 

( 取締役会 ) は取締役会を 構成する各取締役によ 

って代表される 各種の利益の 妥協調整のための 

ものであ るべきではなく ，その意味では 牽制と 

調和 (check and balance) ということよりは ， 

会社全般の， また， 将 釆を考えての 経営につい 

ての最も妥当な 判断をなすことによって ，責任 

をもって迅速・ 的確に活動していかねばならな 

いという意味で『統一性』 (unity) ということ 
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が ， より強く要請される 機関であ る．・…‥と 同 

時に，取締役会による 監査といっても ，それは， 

いわば局外者の 批判的な，いわば『足をひっぱ 

る』ような監督をなすことほ 本来の任務ではな 

い・それは広く ，かつ，高い 視野から，よりよい 

業務運営方針を 決定するために ，いわば 下 押し 

あ げる コ 意味での監査であ るべく，そこに 業務 

の自己監査ないし 内部監査といわれる 1 つのゆ 

えんがあ ると考えるⅢ・」と ，説明されている． 

しかしその後の 昭和 49 年の改正商法は ，一 

定規模の会社の 監査役につき ，再び業務監査権 

限を付与することとしたが ，取締役会制度は 廃 

止されなかったので ， 取締役会による 監査， 

すなわち，前述の 意味での「自己監査」ないし 

は 「内部監査」は ， 引き続き認められるもので 

あ る・加えて，昭和 56 年改正商法 260 条 1 項は， 

「取締役会 " 会社 / 業務執行 ヲ決シ 取締役 / 職 

務 / 執行 ヲ 監督 ス 」と規定するに 至り，この点を 

法文をもって 明らかにすることによって ，監督 

権 限が適切に行使されることを 促すこととなっ 

た 崎 ，この取締役会による「自己監査」と 監査 

役による業務監査との 関係については ，監査役 

の監査権 限が取締役の 職務執行の違法性を 主な 

対象とするのに 対して，取締役会の 監督権 限は ， 

単に違法な職務執行を 抑制するだけではなく ， 

その妥当性に 及ぶ ", と 解するのが適当であ るか 

どうかは論点の 1 っ ではあ る・しかし少なく 

とも，現行法上は ，取締役会に よ る自己監査は ， 

解釈にとどまらず ，法律制度として 確立してお 
り，この点に 関しては疑義の 生ずる余地はな い ． 

けれども，問題とすべ き は，営業年度の 途中 

で選任された 横すべり監査役も ，その 未 就任期 

間 にっき，取締役としての 過去の自己に よ る業 

務執行行為を ，立場を変えて ，監査役として 監 

査することができるかという 点であ る "). 

長谷川工務店事件の 昭和 61 年東京地裁判決 

は ，横 すべり監査役の 選任を適法としかっ ， 

未 就任期間についても ，当該監査役に よ る事後 

監査を是認し この者によって 監査報告書を 作 

成することができると 解している・けれども ， 

いわゆる自己監査は 望ましいとはいえない ， と 

明言しているのであ る． 

続く，昭和 61 年東京高裁判決も ，まず第一に ， 

注目すべ き 点は，商法 273 条が監査役の 任期と 

監査対象期間の 一致を要求していないことから 

すれば，同法は ，いわゆる自己監査が 必らずし 

も望ましくない 点に留意しっ っ ，なおかっこれ 

を許容する趣旨であ ると解すべきであ ると論ず 

る・この点は ，昭和 61 年東京地裁判決と 同趣旨 

であ るが・共通点は ，いずれの見解も ， 自己監 

査は望ましくないと 解している点であ るが，昭 

和 61 年東京高裁判決は ，即心らずしも コ 望まし 

くない」という 表現を採用している 点で，昭和 

61 年東京地裁判決の 見解よりも，明確性を 欠い 

ていると解してよい． 

第二は，取締役であ った者が，立場を 変えて 

心機一転監査役の 立場で，過去の 取締役として 

の職務執行を 事後監査することは 可能であ り， 

その ょ うな要請をすることはなんら 不可能を強 

いるものではないと 論じている点であ る． この 

部分は，昭和 61 年東京地裁判決の 見解にはなか 

ったものであ る・ 「心機一転」という 表現が使 

用されているが ，むしろ珍しい 表現を使用した 

判決 立 と解することができよう． 

第三は，実質的に 見ると，監査役に 就任する 

直前まで，その 会社の取締役であ った者は，会 

社の最近の実情に 通じているため ，かえって 外 

部から監査役に 選任された 昔 よりも有効な 監査 

ができる長所をもつことも 考えられると 指摘し 

ている点であ る・ この部分も，昭和 61 年東京地 

裁判決の見解にはなかったものであ る．第二と 

第三を合わせると ，結局， 横 すべり監査役のい 

わば効能を積極的に 認めようとする 考え方に立 

つものと考えられる． 

第四は，取締役であ った者を監査役に 選任す 

るかどうかは ，株主総会の 判断に委ねるべ き事 

項 であ って，株主総会において 営業年度の途中 

で選任直前まで ，取締役の地位にあ った者を監 

査役に選任したとしても ， 右 選任が違法であ る 

とはいえたいと 結論づげている 点であ る． この 
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部分は，若干の 表現の違いはあ るものの，昭和 

61 年東京地裁判決の 見解とまったく 同一であ 

る． 

昭和 62 年最高裁判決は ， この昭和 61 年の東京 

高裁判決の見解を 全面的に支持しているので ， 

いわゆる横すべり 監査役の監査をめぐる 問題 

は，一応，判例上決着がついたということにな 

る． 

しかしながら ， 横 すべり監査役による 監査に 

ついては， なお釈然としない 疑義が残っている 

よ う に思われる・ 第一に， 横 すべり監査役に よ 

る監査は， 自己監査に当たり ，望ましくないが ， 

商法がこれを 許容していると 解している点であ 

る・ 自己監査が何故に 望ましくないのか ，その 

理由について 言及していないけれども ， 自明の 

理と解した上での 見解と受け取ることができ 

る・当然にして 望ましくないものを ，何故に商法 

は許容せざるをえないのか ， という疑問が 生ず 

る ．監査役の任期を 定める商法 273 条が，監査 

役の任期と監査対象期間の 一致を要求していな 

いことを， その根拠としているのであ るが， い 

わゆる事後監査は ， 先に検討した よう に，一般 

的には 肯認しぅ るものであ るが，事後監査が 自 

己 監査と重なり 合 う 場合には，別途考察すべ き 
ことのように 思われる・すなわち ， 商法 273 条 

が，監査役の 任期と監査対象期間の 一致を要求 

していないことが ，直ちに， 自己監査を許容し 

ているものと 解することはできないし 自己 監 

査 が望ましくない ，あ るいは， 自己監査が必ら 

ずしも望ましくないというのであ れば， なおさ 

らのこと，事後監査と 自己監査とを 明確に区別 

して， この問題を否定的に 解すべぎであ った・ 

横 すべり監査役は ，形式的には 取締役ではな 

く，監査役として 監査するのであ るから，その 

かぎりにおいて 問題はな い ． しかし考慮すべ 

きは，実質的側面からの 検討であ る． すなわ 

ち，実質的な 観点からすると ， 自己が取締役で 

あ った期間についても ， 自己の職務の 執行を監 

査することになるので ，そこには，いわば ， 自 

己監査そのものが 認められることになりはしな 

いか，換言すれば ，局外者による 監査ではなく 

なることになりはしないかということであ る． 

判例も，理由を 示さずして， 自己監査を望まし 

くないと解している 背景には， このようなこと 

が考えられるのであ る・監査役が 取締役の職務 

の 執行を監査する ( 商法 274 条第 1 項 ) ために 

は，業務執行に 相互に携さわる 取締役会の構成 

員であ る取締役に よ る内部監査あ るい ほ 自己監 

査のようなものであ ってはならず ，取締役から 

の 独立性が確保されなければならないのであ 

る・すなわち ，監査役が公正な 監査をなすため 

には，取締役の 業務執行に何らかの 形で関係を 

もってはならないということであ る． なぜな 

ら，取締役の 業務執行を監査する 者が，その 業 

務 執行をなすべ き者 と同様の地位や 立場にあ っ 

ては，公正な 監査を期待することができないか 

らであ る・ このことは，数次の 商法改正に よ 

り，監査役の 兼任禁止を規定する 商法 276 条が ， 

その範囲を拡大し 兼任の禁止を 形式的に厳格 
化してきていること ， 同時に，同条の 解釈につ 

いては，実質的側面からも 厳しく解する 傾向に 

あ り，少なくとも 緩やかに解する 傾向にはない 

ということからも ， 肯諾されるところであ る・ 

第二に，即心機一転 コ 監査役の立場で 過去の 

取締役としての 職務執行を事後監査することは 

可能」と解しているが ， この「心機一転」は ， 

広 辞苑に よ ると， 「或る動機から 翻然と心持の 

かわること」を 意味する・それまで 取締役会と 

いう「会社全般の ， また，将来を 考えての経営 

についての最も 妥当な判断をなすことによっ 

て，責任をもって 迅速・的確に 活動していかね 

ばならないという 意味で『統一性』 (unity) と 

いうことが， より強く要請される 機関」であ る 

機関の構成員たる 取締役として ，業務執行に 関 

与してきた者が ，株主総会における 選任決議に 

よって， 「翻然と心持をかえて」，取締役から 独 

立した立場で ，取締役の業務執行を 監査する 監 

査 役という機関に 就任することができる 人も， 

判例が指摘する よう に存在するかもしれない・ 

けれども，逆に ，それができない 人も存在する 
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ことを否定することはできない・ 一般的には， 

あ るいは，社会通念からすると ，昭和 61 年東京 

高裁判決の中で 示されていることほ ，むしろ反 

対に，希有なことであ り，いわば理想に 近い監 

査役像を意味するものではあ るまいか・すなわ 

ち ， このような「心機一転」という 内心的な気 

持のあ り ょ 5 を意味する表現方法をもってして 

は， 横 すべり監査役に よ る自己監査の 許容性を 

支持する根拠の 一助にもなりえないと 解する 次 

弟 であ る，。 '. 

第三に，昭和 61 年東京高裁判決の 見解が，そ 

の前半において ， 横 すべり監査役に よ る自己監 

査を必らずしも 望ましいものではないと 説きつ 

つ， 「実質的に見ると ， 監査役に就任する 直前 

までその会社の 取締役であ った者は，会社の 最 

近の実情に通じているため ，かえって外部から 

監査役に選任された 者 よりも有効な 監査ができ 

る長所をもつことも 考えられる・」と 論じてい 

る点であ る 和 ． このような見解は 相対的な側面 

を 多分に有している・すなわち ，監査役に就任 
するまで取締役であ った者は，かえって ，会社 

の最近の実情に 通じているため ，公正な監査を 

期待できないことも 考えられるのではないが る 

ぅか ．だからこそ ，昭和 53 年 12 月 25 日に法務省 

民事局参事官室から 公表された「株式会社の 機 

関に関する改正試案」第姉監査役 二 b が，「監査 

役のうち ェ名 以上は， その就任前の 一定期間， 

会社の代表取締役，法定権 限以外の職務を 担当 
した取締役または 使用人でなかった 者でなけれ 

ばならない．」， 、 ) と 提言しているのであ る，いわ 

ゆる社外監査役制度を 導入しようとしたもので 

あ る 鵜 ・監査役による 監査の公正性を 求めよう 

とする改正の 動ぎに対して ， このような判例の 

考え方は逆向するものと 断ずることができよ 

う．次に， 叩 有効な 団 監査ができる」という 意 

味であ るが，判決文の 前後の関係から ，効率の 

良い監査ができるという 意味に理解することが 

できるのであ るが，果たして ，監査に際して ， 

効率の よ い監査が，公正な 監査に直結するもの 

なのかどうか 疑問を抱かざるを 得ない， さら 

に ， ここにおいて ， 「実質的に見ると」という 表 

現を使用している 点であ る． 横 すべり監査役に 

よ る監査が， そうでない者 ( 社外監査役 ) より 

も，有効な監査ができることを ，実質的に考察 

しているのであ る． そうであ るならば，第一に 

おいて検討した 事柄，すなわち ，商法 273 条が， 

監査役の任期と 監査対象期間の 要求を一致して 

いない点を， ことさらに形式的側面からのみ 考 

察し一律に事後監査を 許容するものと 解する 

のみで，事後監査を 実質的に考察し ， 望ましく 

ない自己監査を 格別に考察しょうとしなかった 

のかという問題が 生ずる． 「 ( 必 らずしも ) 望ま 

しくない」とし 5 表現を使用することで ，実質 

的考察をしたとも 受け取れないことはないが ， 

( 必 らずしも ) 望ましくないのであ れば， 自己監 

査を許容しないと 解するのが，実質的な 考察な 
のでほないだろうか   

第四に，取締役であ った者を監査役に 選任す 
べきかどうかは ，株主総会の 判断に委ねるべき 

であ るという点であ る・監査役の 兼任禁止を定 

める商法 276 条は，昭和 61 年 東京高裁判決が 指 

摘するように ，「監査役 " 会社 又 " 子会社 / 取 

締役 又 " 支配人 其 / 他 / 使用人 ヲ兼 ヌル コトヲ 

得ズ 」と規定するのみで ，会社または 子会社の 

取締役または 支配人その他の 使用人を監査役に 

選任することを 禁止するものでないことは 明ら 

かであ る・ しかし本条の 規定は，形式的文理 

解釈 だ げに意義があ るのではない．監査役の 取 

網役からの独立性を 確保することによって ，監 

査の公正性を 期待しようとする 本条は，むしろ ， 

その趣旨に沿った 実質的解釈にこそ ，法文とし 

ての存在意義が 認められるのであ る・そうであ 

れば， 自己監査は， まさに，本条の 禁止すると 

ころであ ると解すべぎであ るから， 横 すべり監 

査役の選任自体が ，本条違反ということにな 

る・ したがって，株主総会における 横すべり監 

査役選任の決議は ，総会の決議の 内容が法令 

( 商法 276 条 ) に違反することとなり ，総会決議 

無効確認の訴えの 事由となる ( 商法 252 条 ). し 

たがって，株主総会において ，営業年度の 途中 
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で 選任直前まで 取締役の地位にあ った者を，監 

査役に選任することは 違法であ る ",. 

六 ・就任期間の 監査報告書への 付記 

商法 281 条 ノ 3 第 2 項Ⅱ 号 および商法監査特 

例 法 14 条 2 項 3 号によると， 監査役は， 「監査 

ノ為 必要ナル調査 ヲ為 スコト 能ハ ザリシトキ " 

其 / 言及理由」を ，監査報告書に 記載しなけれ 

ばならない・ これは，監査報告書の 信頼度を高 

めるために必要な 事項だからであ る． この ょう 

な事項に該当するものとして ，取締役等が 監査 

に必要な調査に 協力しない場合 ( 会社側の責に 

帰すべき事由 ), あ るいは， 調査に必要な 帳 簿 

書類が公権 力によって押収されていた 場合や天 

災等により調査に 必要な資料が 滅失した場合 

( 会社側の責に 帰すべきでない 事由 ) が考えられ 

ている 24). 

監査役の未就任期間も ， この種の記載事項と 

して認められるか 否かほついては ，検討の余地 

があ るものと思われる・なぜなら ，商法 281 条 

ノ 3 第 2 項Ⅱ 号 および商法監査特例 法 14 条 2 項 

3 号の記載事項の 場合は，いずれも 監査役に就 

住 して，監査を 実行しょうとするが ，監査役の 

責に帰すべきではない 事情により，監査のため 

の必要な調査ができなかったというものであ 

り，監査役に 就任していなかった 場合の問題と 

は異なるものと 解すべ き だからであ る． そうだ 

とすると， この問題は，商法 281 条 ノ 3 第 2 項 

1 号および商法監査特例 法 14 条 2 項 2 号が規定 

する「監査の 方法の概要」事項として ，記載す 

べきか否かという 観点から把握すべきこととな 

ろ う ． 

長谷川工務店事件の 昭和 61 年東京地裁判決 

は， 「商法は，監査対象期間の 途中で選任され 

た監査役がその 未 就任期間 沖 こついても適宜の 方 

法で監査することを 許容し かつ，期待してい 

るものと解されるから ， 未 就任期間を特に 区別 

してその旨を 監査役の監査報告書に 付記する必 

要はないといえる．」 と 判 示している． これに 

対して，記載の 仕方によっては ，長谷川工務店 

事件のように ，たとえば， 未 就任期間中に 取締 

役会に監査役として 出席していたと 誤解される 

ようなことも 考えられる，また ， 未 就任期間につ 

いての監査方法は ， 他の監査役の 監査方法とは 

異なる，そこで ，監査の方法の 概要として，付 

記することが 望ましい " という考え方もあ る． 

その記載の仕方としては ， 「監査役就任後， 未 

就任期間につぎ ，立場を代えて ，取締役であ っ 

た 自分のなした 行為を含めて ，取締役の業務執 

行を監査した・」， 「監査役に就任後， 未 就任期 

間につぎ，前任者から 報告を受けて 監査をし 

た・」， あ るいは複数の 監査役がいる 場合， 「内 

部的職務分担の 取り決めにより ， 未 就任期間に 

つき， 他の監査役が 監査した・」 という趣旨の 

内容が考えられている ". けれども，長谷川工 

務店事件の場合，事後監査であ っても，いわゆ 

る自己監査に 該当し 横 すべり監査役の 選任 決 

議 が法令違反という 理由に よ り，決議そのもの 

を無効と解すべきであ るから，そもそも ，当該 

監査役に よ る監査も無効と 帰し，監査報告書へ 

の 未 就任期間に関する 記載の仕方は 問題となら 

ない． 

いわかる自己監査に 該当しない事後監査は 容 

認されるところであ るから，記載の 仕方として 

は，後の 2 つの例が妥当なものと 思われる．他 

方，記載の仕方は ，対策の問題であ るから， 各 

々の会社の側で ，最善と考えるものを 選べば よ 

く，法律的にはいずれの 方法でもよいが ， これ 

らはいずれも ，いわば任意的記載事項であ ると 

いうこと，監査対象期間のすべてにわたり ，監 

査役としての 責任を負 5 点では，他の 監査役と 

異ならないこと ， これらの理由から ，監査役が 

未就任期間に 他の監査役と 同様の方法では 監査 

していないことを ，監査報告書に 付記しなくて 

も，監査報告書が 虚偽の報告書になるというこ 

とはない 肋と 解するのが共通の 認識であ る．た 

だ，監査報告書の 記載事項には ，通常の場合に 

記載すべき事項と 異常の場合に 記載しなければ 

ならない事項とがあ るが，「監査の 方法の概要」 
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は ，いずれの場合であ っても，記載すべ き 事項 

であ り， これが記載されることにより ，株主ま 

たは会社の債権 者 ( 商法然 2 条 2 項， 同法然 3 

条 2 項 ) にとっては信頼が 増すことになる・ し 

たがって， 「監査の方法の 概要」は， 必要的 記 

載 事項と解すべきであ る．けれども ，監査役が 
未就任期間に 他の監査役と 同様の方法でほ 監査 

していないという 記載を，監査報告書の 中に， 

「監査の方法の 概要」として 付記しなければな 

らないかどうかということは ，法律上は，付記 

する必要はないという 結論になる． 

実際上の問題ということになれば ，そのよう 

な付記があ れば，株主および 会社の債権 者にと 

っては，親切な 対策ということになる・ 特にそ 

の期の終了間際に 就任した監査役にとっては ， 

就任期間が監査対象期間に 比較して，極めて 短 
かいことから ，付記することが 一層望ましいと 

いえる・ しかし， このような場合でも ，付記し 

ていないからといって ，監査報告書自体が 虚偽 

のものになるということはない・ただし ，株主 

総会において ， 未 就任期間に関する 質問があ れ 

ば， 未 就任期の長短にかかわらず ， 当然にし 

て，説明する 義務があ る ( 商法 237 条 ノ 3). 

なお，複数の 監査役が監査する 場合には，い 

わゆる職務分担が 可能であ るから，たとえば ， 

長谷川工務店事件のように ， 横 すべり監査役の 

未就任期間について ，他の監査役に よ る適法な 

監査がなされている 以上，その期の 監査に 暇疵 

はなく 牡 ， したがって，監査報告書が 1 通の場 

合であ っても，虚偽の 報告書となるものではな 

い   

七 ・ まとめにかえて 

現行法上，監督および 監査制度として ，取締 

役会による自己監査 ( 内部監査 ) と監査役によ 

る監査とが， 明文 ( 商法 260 条 1 項， 同法 274 

条 1 項 ) をもって認められている．各々の 監査 

は，その目的も 異なるし当然に 当事者も異な 

るものであ る・ したがって，双方が 交り合った 

形とか，重なり 合った形は認められないし ，そ 

の ょう なことを認めるべきでほない． 横 すべり 

監査役は，兼任禁止規定であ る商法 276 条に形 

式的には違反するものではないが ，長谷川工務 

店事件に関する 判例の見解をはじめ ，実質的に 

は ， 自己監査は望ましくないという 共通の認識 

があ る 咄 ということは 疑 う べくもない・それに 

もかかわらず ，判例の傾向としては ， この問題 

を結果的には 容認するのであ る． 

この点に関連して ，「いわゆる 珪己 監査』が 

監査役監査とは 異質のものであ るという点は ， 

あ くまでも明確化されなければならないものと 

考える・商法が ，数次の改正を 経て，監査役の 

地位の独立桂一取締役 ( 金 ) の影響からの 独立一 

の 強化をはかっているのは ， まさにそのことに 

由来するものだからであ るⅥ．」 と説かれてい 

るのであ る・判例の傾向は ，現実的な問題・ 影 

響を考慮した 考え方かもしれないが ，監査役の 

取締役からの 独立性が確保されない 以上，商法 

が時間をかけて 求めてぎた公正なる 監査は期待 

できない・監査役監査の 公正性は， この ょう に 

確立された制度を 遵守することに よ り初めて実 

現されるものであ る・そうで は げれば，商法と 

は 異質な監査役監査を ， まさに認めんとするも 

のであ る． 
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となっているのに ，判決は，決議 取 消の内容で 

あ るという点であ る．この点については ，河本 
昌久保利二吉田「最近の 株主総会訴訟をめぐって 
( 上 ) 」商事法務 1078 号 (198646 月 ) 8 頁 ( 久 
保利発言 ) 参照．第二は ， X の主張と裁判所の 

判断との間に 微妙な ズレ があ るという点であ 
る ・ この点については ，河本一郎「 横 すべり監 

査役の未就任期間の 監査」商事法務 1068 号 (1986 
年 2 月 ) 2 頁 -3 頁， 河本Ⅰ久保利二吉田・ 前掲 
8 頁 ( 久保利発言 ), 中村一彦「 二 監査対象期 
間の途中で選任された 監査役につき 未 就任期間 
を監査報告書に 付記することの 要否 二 ． 未 就 

任期間中取締役であ った者の監査適格 ( 長谷川 
工務店事件第一審判例研究 ) 金融・商事判例 
740 号 (1986 年 5 月 ) 48 頁，倉沢康一郎「監査役 
の独立性と『自己監査 山 」旬刊経理情報 488 号 
(1986 年 6 月 ) 15 頁 -16 頁各参照． 
3)  商事法務 1082 号 52 頁， 44 頁． 判例タイムズ 621 
号 179 頁以下．判例時報 12 ㏄ 号 154 頁以下． 金 
融 ・商事判例 750 号 16 頁以下．金融法務事情 
1148 号 49 頁以下． 

4) 商事法務 1110 号 79 頁   
5) なお，長谷川工務店事件に 類似する事案として ， 
昭和 60 年 7 月 9 日に提訴された「日本興業銀行 
株主総会決議無効確認請求事件」があ る．訴え 
の内容は，監査役 3 名のうち，前回の 株主総会 

で 期の途中において 選任された監査役 2 名が， 

監査対象期間のうち ， 自己が就任する 前の期首 

から監査役就任までの 期間について ，同社の第 
161 期の監査報告書では ， 実際には監査できな 

い期間に監査を 実施したことになっているが ， 

未 監査のため，第 161 期利益金処分計算書案 承 
謀議案の決議無効確認請求を 行なったものであ 

る． 同社の第 161 期の監査報告書は ， 「監査役 
全員の一致した 意見」として ， 3 名の監査役が 

連名で作成している．しかし ，同年 10 月 28 日， 
原告であ る株主により 訴えが取り下げられ ，結 

局，裁判所の 判断は行なわれなかった．報じら 
れているところによると ，長谷川工務店事件と 

日本興業事件における 原告であ る株主は ， 同じ 
グループに属し ， 同じ訴訟代理人によるもので 

あ る ( 商事法務 1064 号 (1986 年 1 月 ) 102 頁参 
照 ). したがって ， 訴えの内容は ， 双方共にほ 
とんど同じであ る． 

6) 前掲月刊監査役 231 号 25 頁， 91 頁 参照   
7) 河本一郎・前掲商事法務 1068 号 4 頁は，会社の 
業務執行というものは ，営業 期毎で 分断される 
ものではなく ，敬朋にわたって 継続して行なわ 
れ，あ るいは影響が 残るものであ るから， 未 就 

任期間の監査を 問題にするのであ れば，その 期 
全体およびその 後魏 期 にわたって検討すべきこ 
ととなる， と 説かれている． 

8) 関 俊彦「監査役の 交替に伴う諸問題」商事法 
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